
重要：必ずお読みください 
 

令和５年８月２１日更新 

住居確保給付金の支給が決定された 

事業再生等を目指す方へ（再延長時を除く） 

 

1．お振込みの時期・名義等について 

（1）毎月２７日前後に新宿区から「入居住宅に関する状況通知書」に記入いただいた

口座へ振り込みます。 

（2）振込名義は「シンジュククジュウキョカクホキュウフキン」又は「シンジュクク

カイケイカンリシャ」となります。 

（3）初回については、決定日の翌月の２７日前後に、申請月に支払うべき家賃相当分

と、翌月に支払うべき家賃相当分が振り込まれます。予めご了承ください。 

  （例：５月に申請→５月にすべての書類が整い決定→５月に支払うべき家賃相当分

と、６月に支払うべき家賃相当分を６月２７日に振込み。７月に支払うべき家

賃相当分は７月２７日に振込み。） 

 

２．支給決定後の手続き 

（1）支給決定通知書の写しを不動産媒介業者等へ提出してください。 

※その際に、支給額と実家賃との差額は、自ら支払うことをお伝えください。 

 

（2）自立に向けた活動計画（参考様式１０）を生活支援相談窓口へ提出してください。 

支給決定通知書に自立に向けた活動計画（参考様式１０）を 1枚同封しています。経

営相談先の助言のもと、自立に向けた活動計画（参考様式１０）を生活支援相談窓口へ

提出してください（ＦＡＸ・郵送・持参可）。なお、毎月 1 回以上は対面にて報告をし

ていただきます。1回目の提出については、支給決定通知書が届き次第、なるべく早く

ご提出ください。自立に向けた活動計画作成後は、毎月１回以上、当該計画に基づく活

動を実施してください。 

（例）4月に申請し、令和 5年 5月 15 日付け支給決定で、4～6月に支払うべき家賃 

（5～7月相当家賃分）が支給される場合 

・1回目報告 支給決定通知書が届き次第なるべく早く【5月分自立に向けた状況報告書（参考様式１１）】 

・2回目報告 7月 10 日まで【6月分自立に向けた状況報告書（参考様式１１）】 

・3 回目報告 8月 10 日まで【7月分自立に向けた状況報告書（参考様式１１）】 



 

（3）自立に向けた活動状況報告書（参考様式１１）を生活支援相談窓口へ提出してく

ださい。 

支給決定通知書に自立に向けた活動状況報告書（参考様式１１）を 3枚同封していま

す。必ず期限までに生活支援相談窓口へ提出してください（ＦＡＸ・郵送・持参可）。 

なお、毎月 1 回以上は対面にて報告をしていただきます。1 回目の提出については、

支給決定通知書が届き次第、なるべく早くご提出ください。この自立に向けた活動状況

報告書（参考様式１１）は、毎月１回以上、経営相談先の経営相談等を受け、相談日、

担当者名、支援内容について記載したものを提出してください。なお、この自立に向け

た活動計画は、申請者本人のみで作成することなく、必ず経営相談先からの助言等を受

けて作成するようお願いします。 

 

【提出書類の確認表】 

提出書類及び申請者の

状況 

自立に向けた 

活動状況報告書 

（参考様式１１） 

自立に向けた活動計画

（参考様式１０） 

休業等で事業再生等を

目指す方 
必須 必須 

 

 

【休業等で事業再生等を目指す方の求職活動等要件】 
①´（申請時等）経営相談先への相談申込み 

②´自立相談支援機関での相談（月４回以上） 

③´経営相談先での経営相談（原則月１回） 

④´給与以外の業務上の収入を得る機会の増加を図る取組（月１回以上） 

⑤´プランに沿った活動（家計相談、自営業者向けセミナー等への参加など） 

 
※７～９か月の再延長時は求職活動要件が変更となりますのでご注意ください。 
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３．支給額の変更 

一部支給（家賃上限額に満たない支給）の方の場合、受給期間中に収入が減少した結

果、全額支給の基準額（単身世帯の場合は 84,000 円、複数世帯の場合はリーフレット

参照）を下回った場合は、支給額の変更申請が可能です。住居確保給付金変更支給申請

書（様式１－３）を収入が減少した月の 15 日までに提出してください。 

 

（例）5月に申請し、令和 5年 6月 10 日付け支給決定で一部支給となったが、6月の収

入が全額支給の基準額を下回る場合は、至急生活支援相談窓口までご連絡ください（Ｆ

ＡＸ・郵送・来所可）。その後、住居確保給付金変更支給申請書（様式１－３）に収入

が確認できる書類の写し（変更申請月分）を添えて 6 月 15 日までに変更申請してくだ

さい。 

 

添付書類⇒収入減少の場合は、申請者及び申請者と同一の世帯に属する者のうち収入

がある者について収入が確認できる書類の写し（変更申請月分）（申請時と同様） 

 

４．支給期間の延長 

支給期間は原則 3か月です。収入基準額を超えない場合は、申請により 3か月ごとに

最長 9か月まで延長することができます。ただし、毎月の自立に向けた活動計画（参考

様式１０）と自立に向けた活動状況報告書（参考様式１１）を提出しなかった場合は対

象外です。なお、毎月 1回以上は対面にて報告をしていただきます。 

支給期間の延長を希望する場合は、支給期間の最終の月の末日までに住居確保給付金

支給申請書（期間（再）延長）（様式１－２）を提出してください。 

 

（例）4月に申請し、令和 5年 5月 15 日付け支給決定で、4～6月に支払うべき家賃 

（5～7月相当家賃分）が支給される場合は、6月末日までに延長申請してください。 

 

添付書類⇒申請者及び申請者と同一の世帯に属する者の金融機関の残額が確認できる

通帳等の写し、申請者及び申請者と同一の世帯に属する者のうち収入がある者について

収入が確認できる書類の写し（延長申請月の収入）（申請時と同様） 

※なお、毎月の自立に向けた活動計画（参考様式１０）と自立に向けた活動状況報告書

（参考様式１１）の提出が必要です。 

 

 

 

 



５．支給の中止 

常用就職された場合（期間の定めのない労働契約又は期間の定めが 6か月以上の労働

契約による就職）、または収入を得る機会の増加により収入基準額を超えた場合は、収

入を得られた月の支給から中止します。すみやかに常用就職届（様式６）を提出してく

ださい。 

 

その他、求職活動及び就労収入の状況報告書等の提出書類の不提出、住宅の退去、虚

偽の申請等の場合、支給の中止や返還を求める場合があります。 

添付書類⇒収入見込額が確認できる書類（雇用契約書の写し、最初の給与明細等） 

 

 

 

【提出先・問い合わせ先】 

【生活支援相談窓口】 

（住所）〒１６０－００２２ 新宿区新宿五丁目１８番２１号 

（区役所第２分庁舎１階） 

（電話番号）０３－５２７３－３８５３ 

（Ｆ Ａ Ｘ）０３－３２０９－０２７８ 

  

 

※以下の様式は、新宿区ホームページからダウンロードできます。 

住居確保給付金支給申請書（期間（再）延長）（様式１－２） 

住居確保給付金変更支給申請書（様式１－３） 

常用就職届（様式６） 

自立に向けた活動計画（参考様式１０） 

自立に向けた活動状況報告書（参考様式１１） 


